
 第４９号議案 

 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例 

の制定について 

 

 亀岡市都市公園条例（昭和４４年亀岡市条例第１２号）の一部を

改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

   平成２５年３月４日提出 

 

             亀 岡 市 長  栗 山 正  

 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市都市公園条例（昭和４４年亀岡市条例第１２号）の一部を

次のように改正する。 

 

 目次中「第１条－第３条の２」を「第１条・第２条」に、 

「第２章 公園の管理（第４条－第９条）」を 

「第２章 公園の設置（第３条－第３条の６） 

 第３章 公園の管理（第４条－第９条）  」に、 

「第２章の２」を「第４章」に、「第３章」を「第５章」に、「第

４章」を「第６章」に、「第５章」を「第７章」に改める。 

 第１条中「及び法に基づく命令」を「、都市公園法施行令（昭和

３１年政令第２９０号。以下「令」という。）及び都市公園法施行

規則（昭和３１年建設省令第３０号）」に改める。 

 第１７条第４項中「第３条の２」を「第３条の６」に改める。 

 第４章を第６章に改める。 

 第１１条中「一に」を「いずれかに」に改める。 

 第３章を第５章に、第２章の２を第４章に改める。 
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 第４条第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６

項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、同条第

２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条

第１項の次に次の１項を加える。 

２ 市長は、亀岡市暴力団排除条例（平成２４年亀岡市条例第２４

号）第２条第４号に掲げる暴力団員等（以下「暴力団員等」とい

う。）に対し、前項の許可をしてはならない。 

 第５条中「又は第３項」を「又は第４項」に改める。 

 第６条ただし書中「第３項の」を「第４項の」に改め、同条第４

号中「立入る」を「立ち入る」に改め、同条第６号中「もてあそ

ぶ」を「弄ぶ」に改め、同条第７号中「はり紙」を「貼り紙」に、

「はり札」を「貼り札」に改め、同条第８号中「とめおく」を「留

め置く」に改める。 

 第７条中「一に」を「いずれかに」に改める。 

 第８条の見出しを「（公園施設の設置又は管理の許可）」に改め、

同条中第２項を削り、同条第１項第１号中コをシとし、ケの次に次

のように加える。 

コ 施設の管理者を別に定めるときは、その氏名、住所及び職

業 

サ 公園施設を設けようとする者及び施設の管理者の暴力団員

等の該当の有無 

 第８条第１項第２号中オをカとし、エの次に次のように加える。 

オ 公園施設を管理しようとする者の暴力団員等の該当の有無 

 第８条第１項第３号に次のように加える。 

ウ 第１号サ又は前号オに掲げる事項 

 第８条中第１項を第２項とし、同条に第１項として次の１項を加

える。 

 市長は、暴力団員等に対し、法第５条第１項の許可をしてはな

らない。 

 第８条の次に次の１条を加える。 

 （公園の占用の許可） 

第８条の２ 市長は、暴力団員等に対して、法第６条第１項の許可 
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（有料公園施設の使用の許可に付随して占用をしようとする場合

の許可を除く。）をしてはならない。ただし、公益上必要な施設

又は日常生活等を営むために必要やむを得ないと市長が認める施

設を設置する場合は、この限りでない。 

２ 法第６条第２項の規定により条例で定める事項は、次の各号に

掲げるもの（有料公園施設の使用の許可に付随して占用をしよう

とする場合は、第５号に掲げるものを除く。）とする。 

⑴ 申請者の住所、氏名及び職業 

⑵ 占用物件の管理方法 

⑶ 工事の実施方法 

⑷ 工事の着手及び完了の時期 

⑸ 公園の復旧方法 

⑹ 占用しようとする者の暴力団員等の該当の有無 

⑺ その他市長が定める事項 

 第９条中「一に」を「いずれかに」に改める。 

 第３条の２第２項第１号中「その翌日」を「、その翌日」に改め、

同条を第３条の６とする。 

 第３条の見出しを「（設置、区域の変更及び廃止）」に改め、同

条第１項中「亀岡市」を「市」に改め、同条第２項を次のように改

める。 

２ 市長は、公園を設置し、その区域を変更し、又は廃止するとき

は、当該公園の名称、位置及び区域その他必要な事項を公告しな

ければならない。 

 第３条を第３条の５とし、第２条の次に次の章名及び４条を加え

る。 

    第２章 公園の設置 

 （住民１人当たりの公園の敷地面積の標準） 

第３条 市の区域内の公園の住民１人当たりの敷地面積の標準は、

１０平方メートル以上とし、市街地の公園の当該市街地の住民１

人当たりの敷地面積の標準は、５平方メートル以上とする。 

 （公園の配置及び規模の基準） 

第３条の２ 次に掲げる公園を設置する場合においては、それぞれ 
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その特質に応じて市における公園の分布の均衡を図り、かつ、防

火、避難等災害の防止に資するよう考慮するほか、次に掲げると

ころによりその配置及び規模を定めるものとする。 

⑴ 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とす

る公園は、街区内に居住する者が容易に利用することができる

ように配置し、その敷地面積は、０．２５ヘクタールを標準と

して定めること。 

⑵ 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする

公園は、近隣に居住する者が容易に利用することができるよう

に配置し、その敷地面積は、２ヘクタールを標準として定める

こと。 

⑶ 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的

とする公園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に利用すること

ができるように配置し、その敷地面積は、４ヘクタールを標準

として定めること。 

⑷ 主として市の区域内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、

運動等総合的な利用に供することを目的とする公園、主として

運動の用に供することを目的とする公園及び市の区域を超える

広域の利用に供することを目的とする公園で、休息、観賞、散

歩、遊戯、運動等総合的な利用に供されるものは、容易に利用

することができるように配置し、それぞれその利用目的に応じ

て公園としての機能を十分発揮することができるようにその敷

地面積を定めること。 

⑸ 主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯

としての公園、主として風致の享受の用に供することを目的と

する公園、主として動植物の生息地又は生育地である樹林地等

の保護を目的とする公園、主として市街地の中心部における休

息又は観賞の用に供することを目的とする公園等前各号に掲げ

る公園以外の公園を設置する場合においては、それぞれその設

置目的に応じて公園としての機能を十分発揮することができる

ように配置し、及びその敷地面積を定めるものとする。 

 （公園施設の設置基準） 
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第３条の３ 一の公園に公園施設として設けられる建築物（建築基

準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築

物をいう。以下同じ。）の建築面積の総計の当該公園の敷地面積

に対する割合は、１００分の２を超えてはならない。ただし、次

条各号で定める特別の場合においては、当該各号で定める範囲内

でこれを超えることができる。 

 （公園施設の設置基準の特別の場合） 

第３条の４ 前条ただし書の特別の場合は、次に掲げる場合とする。 

⑴ 令第５条第２項に規定する休養施設、同条第４項に規定する

運動施設、同条第５項に規定する教養施設又は同条第８項に規

定する備蓄倉庫その他同項の国土交通省令で定める災害応急対

策に必要な施設を設ける場合、当該建築物に限り、当該公園の

敷地面積の１００分の１０を限度として前条の規定により認め

られる建築面積を超えることができることとする。 

⑵ 前号の休養施設又は教養施設である建築物のうち次のアから

ウまでのいずれかに該当する建築物を設ける場合、当該建築物

に限り、当該公園の敷地面積の１００分の２０を限度として前

条の規定により認められる建築面積を超えることができること

とする。 

ア 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定により

国宝、重要文化財、重要有形民俗文化財、特別史跡名勝天然

記念物若しくは史跡名勝天然記念物として指定され、又は登

録有形文化財、登録有形民俗文化財若しくは登録記念物とし

て登録された建築物その他これらに準じて歴史上又は学術上

価値の高いものとして国土交通省令で定める建築物 

イ 景観法（平成１６年法律第１１０号）の規定により景観重

要建造物として指定された建築物 

ウ 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平

成２０年法律第４０号）の規定により歴史的風致形成建造物

として指定された建築物 

⑶ 屋根付広場、壁を有しない雨天用運動場その他の高い開放性

を有する建築物として国土交通省令で定めるものを設ける場合、 
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当該建築物に限り、当該公園の敷地面積の１００分の１０を限

度として前条又は前２号の規定により認められる建築面積を超

えることができることとする。 

⑷ 仮設公園施設（３月を限度として公園施設として臨時に設け

られる建築物をいい、前３号に規定する建築物を除く。）を設

ける場合、当該建築物に限り、当該公園の敷地面積の１００分

の２を限度として前条又は前３号の規定により認められる建築

面積を超えることができることとする。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 市長は、施行日前に改正前の亀岡市都市公園条例第４条第１項

の規定による許可を受けた者が、改正後の亀岡市都市公園条例第

４条第２項の暴力団員等に該当するときは、改正後の亀岡市都市

公園条例第９条第１項に規定する処分をし、又は措置を命じるこ

とができる。 
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亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例案要綱 

 

 

１ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律における都市公園法の一部改正に

伴い、住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準、都市公園の

配置及び規模の基準並びに公園施設の設置基準を定めること。 

 

２ 亀岡市暴力団排除条例の施行に伴い、公園施設の設置等の許可

について、暴力団の排除規定を定めること。 

 

３ その他所要の規定整備を図ること。 

 

４ この条例の施行に関し、必要な経過措置を設けること。 

 

５ この条例は、平成２５年４月１日から施行すること。 
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